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（注）　主要施策の成果に関する説明書の記載について

　　　　　「成果の説明」の欄中

【感】とあるのは「新型コロナウイルス感染症」対応関連事業を示す。



 
 

Ⅰ   人 
 

自分らしい未来を描ける生き方 

事   項   名 成     果     の     説     明 

 

１ 私学教育の振興 

 

予 算 額    5,503,084,000 円 

 

決 算  額    5,473,181,050 円 
 

 

１ 事業実績 

(1) 私学経営安定事業 3,461,498,000円 

ア 私立学校振興補助金 

幼稚園、小学校、中学校、高等学校、中等教育学校を設置する学校法人に対して、人件費等の経常的経費の助成

を行った。 

・一般補助（加算を含む）16法人 

高等学校（全日制・定時制） 10校 2,676,701,000円 

高等学校（通信制）     ２校 36,030,000円 

中等教育学校        １校 42,840,000円 

中学校           ６校 433,073,000円 

小学校           １校 6,908,000円 

幼稚園           ７園 194,986,000円 計3,390,538,000円 

・教育改革推進特別補助 20法人34校（園） 70,960,000円 

(2) 【感】保護者負担軽減補助事業 1,922,654,050円 

ア 高等学校等就学支援金 

私立高等学校等の授業料負担の軽減を図るため、年収の目安が 910万円未満の世帯を対象に、所得区分に応じ 

て、国の就学支援金を交付した。 

高等学校12校、中等教育学校（後期課程）１校、専修学校（高等課程）２校、各種学校（外国人学校）１校 

支給人数： 6,824人 支給額： 1,660,837,233円 

イ 私立高等学校等特別修学補助金 

私立高等学校等の授業料負担の軽減を図るため、国の就学支援金の支給額が低額に留まる年収の目安が 590万円

から 910万円未満の世帯を対象に、県の特別修学補助金を上乗せして交付した。 

支給人数： 2,914人（うち家計急変分９人） 支給額： 147,375,145円 

ウ 私立高等学校等奨学のための給付金 

私立高等学校等の授業料以外の教育費を支援するため、年収の目安が 270万円未満の世帯を対象に、世帯状況に

応じて、奨学のための給付金を支給した。 

支給人数： 962人（うち一部早期給付86人、家計急変分22人） 支給額： 108,902,175円 
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事   項   名 成     果     の     説     明 

  

エ 私立学校修学旅行契約取消料等支援補助金 

新型コロナウイルス感染症の影響に伴う修学旅行の中止により私立学校が負担する旅行契約取消料等に対して助

成を行った。 

高等学校５校、中学校１校 支給額： 5,539,497円 

(3) 【感】教育条件充実向上事業 89,029,000円 

ア 私立幼稚園等特別支援教育事業費補助金 

心身に障害を有する幼児の幼稚園等への就園を支援するため、対象幼児が在籍する私立幼稚園等に対して助成を

行った。 

対象人数： 100人 支給額：75,300,000円 

イ 私立幼稚園教育支援体制整備費補助金 

幼児教育の質の向上のため遊具等の整備、園務改善のためのＩＣＴ化の促進のほか、新型コロナウイルス感染症

対策に必要な保健衛生用品の購入等に要する経費に対して助成を行った。 

遊具等整備３園、ＩＣＴ化促進６園、感染症対策15園 支給額：13,729,000円 

 

２ 施策成果 

(1) 私学経営安定事業 

私立学校の経常的経費の助成を通じて、私立学校経営の安定と保護者の経済的負担の軽減が図られた。また、体験

学習の推進やスクールカウンセラーの設置、預かり保育等の学校活動を支援し、新たな教育ニーズに対応した各校 

（園）の取組が促進された。 

(2) 【感】保護者負担軽減補助事業 

令和２年度から国の就学支援金により年収の目安が 590万円未満の世帯では授業料実質無償化となる一方で、 590

万円から 910万円未満の世帯への支給額が低額に留まったが、県の特別修学補助金を上乗せし、私立高等学校等の授

業料負担の軽減を図ることで、私立を含めた学校選択の幅を広げることにつながった。 

(3) 【感】教育条件充実向上事業 

私立幼稚園等における教育体制や設備等の整備、充実を図ることで、子どもを安心して育てることができる環境を

整備することができた。 

 

３ 今後の課題 

(1) 私学経営安定事業 

私立学校の経常的経費の助成について、特色ある教育を実施する私立学校に対して重点配分をしているが、社会情

勢の変化などを踏まえ、公立にはない魅力ある私立学校の教育を更に支援していく必要がある。 
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事   項   名 成     果     の     説     明 

  

(2) 【感】保護者負担軽減補助事業 

今後も私立高等学校等への生徒の修学を促進するため、中間所得世帯層を含め、引き続き授業料負担の軽減を図っ

ていく必要がある。 

(3) 【感】教育条件充実向上事業 

幼児教育の質の維持・向上、教職員の事務負担の軽減などを図るため、引き続き教育体制や設備等の整備、充実を

支援していく必要がある。 

 

４ 今後の課題への対応 

(1) 私学経営安定事業 

①令和４年度における対応 

令和２年度から国の私立高等学校等の授業料実質無償化に併せて見直した補助単価について、引き続き令和４年

度も前年度の近畿平均の水準以上に引き上げることとした。 

②次年度以降の対応 

社会情勢の変化や保護者のニーズを踏まえ、魅力ある学校づくりにつながるよう、引き続き支援の充実や助成制

度の見直しを検討していく。 

(2) 【感】保護者負担軽減補助事業 

①令和４年度における対応 

令和２年度からの私立高等学校等の授業料実質無償化など、現在の支援制度の十分な周知を図るとともに、適切

な運用を行っていく。 

②次年度以降の対応 

授業料実質無償化等の影響により県外校への流出が懸念されるため、私学関係者に対して、滋賀の私学の魅力向

上や情報発信などに積極的に取り組むよう働きかけていく。 

(3) 【感】教育条件充実向上事業 

①令和４年度における対応 

幼児教育の質の向上のほか、コロナ禍に応じた感染症対策などに必要な経費に対して、引き続き助成を行う。 

②次年度以降の対応 

社会情勢の変化などを踏まえ、引き続き支援の充実を図っていく。 

（私学・県立大学振興課） 
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 Ⅲ 社   会 
 

未来を支える 多様な社会基盤 

事   項   名 成     果     の     説     明 

 

１ 高等教育機関における専門性の高い人

材育成 

 

予  算  額    3,539,924,000 円 

 

決  算  額    3,476,446,660 円 
 

 

 

１ 事業実績 

【感】公立大学振興事業 3,476,446,660円 

県立大学の運営に必要な経費として運営費交付金を交付し、地域に貢献できる人材の育成や研究、地域貢献活動に

ついて支援するとともに、施設更新計画に基づいて行う空調設備や直流電源設備等の更新工事に要する経費に対して

補助金を交付し、施設整備を支援した。 

また、高等教育の修学支援新制度による授業料等の減免に要する経費に対して補助金を交付し、学生の学修環境の

確保を支援したほか、新型コロナウイルス感染症対策として、授業環境の整備、トイレの改修、保健衛生用品の購入

等に要する経費に対して補助金を交付した。 

・公立大学法人滋賀県立大学運営費交付金       2,608,461,000円 

・公立大学法人滋賀県立大学施設・設備整備費補助金   319,830,500円 

・公立大学法人滋賀県立大学授業料等減免補助金     123,089,100円 

・新型コロナウイルス感染症対策環境整備等補助金    425,066,060円 

 

２ 施策成果 

第３期中期目標期間の４年目となる令和３年度においては、新型コロナウイルス感染症の影響により大学の活動が大

きく制限された令和２年度の経験を踏まえ、複数の教室で同一の授業を受講できる環境の整備や消毒用アルコールの購

入補助など、大学における感染症拡大防止対策の徹底を推進した。 

また、平成30年４月に開講した大学院副専攻「ＩＣＴ実践学座」では、ＩＣＴを駆使できる高度な数理・情報専門人

材を育成している。令和２年度から２年間の履修期間を経て令和３年度末に修了した者は４人であったが、これは新型

コロナウイルス感染拡大の影響で学生が副専攻の履修を見送ったためと考えられ、令和３年度から２年間の履修者は12

人となった。 

持続可能な地域コミュニティを支える人材の育成に向けては、学生主体の地域活動である「近江楽座」において、感

染症予防のための指針に基づき、地域住民の理解を得た上での活動を行ったほか、オンラインで開催した「キャンパス

ＳＤＧｓびわ湖大会」では、前回大会よりも参加人数が大幅に増加するなど、ＳＤＧｓにかかる普及啓発において成果

が得られた。 

地域人の登録については、コロナ禍で、地域教育プログラムの柱である地域での教育活動が制限される中、オンライ

ン活用等を進めたことから11人の登録があった。 
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事   項   名 成     果     の     説     明 

  

令和４年度（2022年度）の目標とする指標 

平30（基準）  令元  令２  令３  目標値   達成状況 

ＩＣＴ関連副専攻修了者数   －      20人  18人  ４人  15人／年  未達成 

地域人（※）の登録人数   11人      ４人  ０人  11人  10人／年  達成 

※地域活動を主体的に実践している者で、県立大学の地域教育プログラム履修者に対して指導および助言を行う者 

 

３ 今後の課題 

新型コロナウイルス感染症の収束の見通しが立たない中、引き続き、学生により良い学修環境を提供できるよう努め

ていく必要がある。また、コロナ禍による社会の変化も踏まえつつ、県立大学がこれまでの教育研究の成果を活かしな

がら、地域に貢献する人材の育成や地域課題の解決に向けた研究を推進できるよう支援を行う必要がある。 

 

４ 今後の課題への対応 

①令和４年度における対応 

新型コロナウイルス感染症拡大防止対策として、県立大学が行う感染症拡大防止対策や授業料等の減免に対し、

引き続き支援を行う。また、「ＩＣＴ実践学座」の運営やＳＤＧｓに関連した取組への支援、さらには施設の長寿

命化にかかる更新への支援も行う。 

②次年度以降の対応 

新型コロナウイルス感染症の状況を踏まえつつ、県立大学において必要な感染症拡大防止対策等を支援してい

く。また、コロナ禍による社会の変化を見据えつつ、ＩＣＴ人材や地域コミュニティに貢献する人材の育成も含

め、地域への貢献に向けて必要な取組に対し支援を行っていく。さらには、施設の長寿命化をはじめとした教育研

究環境の整備にかかる支援に努める。 

（私学・県立大学振興課） 
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事   項   名 成     果     の     説     明 

 

２ 移住・交流の推進 

 

予 算 額    17,305,000 円 

 

決 算 額    15,888,294 円 

 

 
 

 

１ 事業実績 

移住・交流の推進 

滋賀県への移住や交流の促進のため、県外への積極的な情報発信と、移住者の受入体制の充実を図るための取組を 

行った。 

ア 「しがＩＪＵ相談センター」の運営 

イ 移住セミナー・相談会の開催（オンライン５回） 

ウ ふるさと回帰フェアへの出展（対面１回） 

エ ＪＯＩＮフェアへの出展（対面１回） 

オ 滋賀ぐらし魅力体験発信事業の実施（26組30名が参加） 

カ “Connect-Shiga”創出事業の実施（のべ 238名が参加） 

 

２ 施策成果 

都市からの移住・交流等をサポートする移住支援団体や滋賀県立大学、市町と連携し、滋賀移住・交流促進協議会を 

通じ、地域の魅力を県外へ情報発信する取組を展開することができた。 

令和４年度（2022年度）の目標とする指標            

移住施策に取り組む市町への県外からの移住件数   平30(基準) 令３(単年度） 目標値(単年度) 達成率 

                                  117世帯    187世帯         200世帯  84.3％ 

※達成率は令和３年度における基準からの増加数(70)の、目標増加数(83)に対する割合 

  令和４年度（2022年度）の目標とする指標 

   地域課題に対する先導的な取組モデルの形成数    平30(基準) 令３(累計）   目標値(累計)  達成率 

                                  ―      ７件          ９件   77.8％ 

 

３ 今後の課題 

これまで、市町や移住支援団体等と連携し、滋賀の暮らしの魅力を都市部へ発信して移住・交流の促進が図られるよ

う事業を進めてきたところであるが、新型コロナウイルスの影響を受けた地方への移住ニーズのさらなる高まりを受け

て、テレワーク等による都市部での仕事を持ったままの移住や、デジタル技術の活用促進等、社会や人の意識の変化に

即して対応していく必要がある。 

 

４ 今後の課題への対応 

  ①令和４年度における対応 
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事   項   名 成     果     の     説     明 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 個性を活かした活力ある地域づくりの 

推進 

 

予 算 額     526,177,000 円 

 

      決 算 額      523,565,000 円 

 

    滋賀県、県内市町および民間企業・団体等が、デジタル技術を活用しながら多様な体験価値を提供することで、 

新たな関係人口の創出や移住の促進につなげるためのプロジェクト「かかわりファクトリー滋賀」（デジタルプラ

ットフォームおよびデジタル地域コミュニティ通貨の運用）を開始している。 

②次年度以降の対応 

引き続き滋賀への移住促進や関係人口の創出を進め、市町や移住支援団体等と十分連携を図り、事業目的の達成 

を図っていく。 

                                                                                            （市町振興課） 

 

１ 事業実績  

自治振興交付金    

市町が地域の実情に応じて選択した事業（市町向け県単独補助金を交付金化した、48事業のメニュー）に対し、交

付金を交付した。（選択事業 480,000,000円） 

また、人口減少社会における課題に対応するため市町が提案した「若者がとどまる」・「外から移り住む」・「子

どもを育む」ことにつながる事業に対して交付金を交付するとともに、新型コロナウイルス感染症の拡大やこれに伴

う社会生活の変化、いわゆる「新しい生活様式」に対応することを目指す市町の移住促進事業に対して交付金を交付

した。（提案事業 43,565,000円） 

 

２ 施策成果 

市町の自主性・主体性を発揮した施策の展開を支援することができた。また、全ての市町において、提案事業を活用 

した事業が実施され、地域特性や課題に応じた、各市町のきめ細やかな施策に対して支援をすることができた。  

 

３ 今後の課題 

市町の地域特性や課題に応じた支援内容の検討を継続していく必要がある。 

 

４ 今後の課題への対応 

①令和４年度における対応 

引き続き、庁内関係各課と連携しながら適切に執行するとともに、市町の地域特性や課題に応じた支援内容を検 

討する。 

②次年度以降の対応 

令和４年度の結果を踏まえ、庁内関係各課と連携しながら適切に執行する。 

（市町振興課） 
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